築上町運送事業者支援給付金支給要綱

（趣旨）
[bookmark: _GoBack]第1条　この要綱は、新型コロナウイルスの感染状況等に起因する原油価格の高騰による影響を大きく受けた運送事業者の負担を軽減する目的で、予算の範囲内において、築上町運送事業者支援給付金（以下「給付金」という。）を支給するものとし、必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２条　この要綱における事業者とは、中小企業法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。
２　この要綱における基準日は、令和４年１１月１日とする。

（給付金の支給対象）
第３条　給付金の支給を受けることができる事業者は、次の各号いずれにも該当する事業者とする。
　（１）　基準日以前から町内に主たる事業所又は店舗等を置いて事業を営んでおり、今後も事業を継続する意思があること。
　（２）　貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般貨物自動車運送事業、同条第３項に規定する特定貨物自動車運送事業及び同条第４項に規定する貨物軽自動車運送事業を営む事業者であること。（非けん引自動車を除く。）
　（３）前号において、国土交通大臣若しくは運輸局の運送事業の許可を得ており事業報告を行っている事業者、又、貨物軽自動車運送事業においては、運輸局に運送事業の届出をしている事業者であること。
２　前項の規定にかかわらず、次に該当する者は、給付金支給の対象としない。
　（１）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6項に規定する暴力団員又は関係者
　（２）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗又は個人
　（３）　政党その他政治団体及び宗教団体等
　（４）　その他町長が適当ではないと認めた者

（給付金の支給対象）
第４条　給付金の支給対象となる車両（以下「支給対象車両」という。）は、事業者が道路運送事業の用に供するために所有している車両であって、自動車検査証において、使用の本拠の位置が町内である登録車両。

（給付金の額）
第５条　給付金の額は、支給対象車両１台につき２万円を支給するものとする。
２　給付金の支給は、1回のみとする。

　　（給付金の支給申請）
第６条　給付金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、町長が定める期限までに、築上町運送事業者等支援給付金支給申請書（様式第1号）に、次の各号の必要書類を添えて町長に申請しなければならない。
　（１）　築上町運送事業者支援給付金支給申請に係る誓約書（様式第2号）
　（２）　築上町運送事業者支援給付金支給対象車両一覧（様式第３号）
　（３）　国土交通大臣若しくは運輸局に提出した基準日直近の貨物自動車運送事業実績報告書の写し。（貨物軽自動車運送事業においては、基準日以降に証明された貨物軽自動車運送事業証明願の写し）
　（４）　支給対象車両全ての自動車検査証及び写真
　（５）　築上町運送事業者支援給付金支給請求書（様式第６号）
　（６）　その他町長が追加の必要があると判断した書類

（給付金の支給決定）
第７条　町長は、前条の規定により給付金の支給申請があった場合は、その内容を審査し、給付金支給の可否及び給付金の額を決定するものとする。
２　町長は、前項の規定により給付金を支給すべきものと決定した場合は、申請者に対し、築上町運送事業者支援給付金支給決定通知書（様式第４号）により通知するものとする。
３　町長は、第1項の規定により給付金を支給すべきでないものと決定した場合には、申請者に対し、築上町運送事業者支援給付金不支給決定通知書（様式第５号）により通知するものとする。

　（給付金の支給）
第８条　給付金の支給は、町長に対して、給付金の支給決定を受けたものが築上町運送事業者支援給付金支給請求書（様式第６号）を提出した場合に行う。

　（支給決定の取り消し及び返還命令）
第９条　町長は、申請者が偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けたことが認められた場合は、当該給付金の支給決定の全部又は一部を取り消し、期間を定めて返還を命ずることができる。

（申請期間）
第10条　この給付金の支給申請期限は、令和５年２月２８日とする。


　　　附　則
１　この要綱は、令和4年１１月1日から施行し、令和5年3月31日限り、その効力を失う。

